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「はじめてますか？資産運用」Part.60

皆さんはご存知でしたか、色々なものが値上がりし
ているにもかかわらず、給料が減少傾向にある事を。
まずは下のグラフをご覧ください。

なぜ退職金の金額が減っているのでしょうか。それ
は日本企業の退職金に対する「考え方」が変わった
からです。

以前は長く勤めてさえいれば、ある程度大きな金額
の退職金を受け取ることができましたが、最近は長
く勤めたかどうかよりも、どれだけ成果を挙げたか
によって退職金の金額を決める仕組みを導入する企
業が増えてきたためです。

そしてこの成果主義的な計算方法が、企業側にとっ
ては退職金の金額を削る「大義名分」にもなっており、
「勤めた年数」は変えられなくても、「成果」に関す
るものさしは企業側で自由に設定することができる
ので都合がよいのです。

では皆さんは“何となく給料が上がらない”“退職金
の事はよくわからない”と漠然と思っているだけで
はありませんか。
特定非営利活動法人「日本ファイナンシャル・プラ
ンナーズ協会」が公表した「世代別比較 くらしとお
金に関する調査 2018」によれば、自分が将来受け取
る退職金についての認識は、以下のような結果となっ
ている。

1999 年に 461 万円だった平均給与が 2019 年には 436
万円です。
しかも老後資金のかなめとなる公的年金も受取額は
減少傾向。コツコツと貯蓄をしても利息はスズメの
涙、貯蓄でお金を増やすことは難しい時代になって
しまいました。

（出典）国税庁　民間給与実態統計調査
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１９９７年 ２０１８年 

２，８７１万円＊１ １，９８３万円＊２ 

 

※1厚生労働省「賃金労働時間制度等総合調査（1997 年）」

大卒の男性定年退職者（勤続 20 年以上かつ 45 歳以上）の平均退職給付額

※2厚生労働省の「就労条件総合調査 (2018 年 )」

大卒・院卒者の定年退職者（勤続 20 年以上かつ 45 歳以上）の平均退職給付額

退職金に対する認識  

金額を把握している ２４．５％ 

金額をおおよそ把握している ２３．１％ 

金額はあまり把握していない ２７．４％ 

金額は全く把握していない ２４．９％ 

 
やはり自分自身の将来のお金のことは、もう少し
きちんと知っておくことが必要ですね。

 収入は減り支出は増える
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更に 2022 年 12 月 23 日、日銀が発表した 7 月の消費

者物価指数（CPI）の＊「刈り込み平均値」は前年同

月比 1.8% 上昇し、データが遡れる 2001 年以降の約

20 年間で過去最高となりました。

＊刈込平均値（読み方：かりこみへいきんち）

 消費者物価指数（CPI） の構成品目の価格変動分布の

うち、1 年前と比べて上昇率の高い品目と下落率の高

い品目をウェイトベースで 10％ずつ控除し、残った

品目の価格変動率を加重平均した値のことです（価

格が他の品目に比べて極端に変動している品目は集

計から除外）。

スケートなどの採点にも用いられており、最高得点

と最低得点を出したジャッジをカットし、残りの

ジャッジの平均値を算出し、正しい評価に活用して

いる平均値算出方法です。

10 年前の物価と現在の物価

10 年前に比べ、物価は約 1.2 倍～ 1.8 倍に上昇してい

ます。

「お金や金融のさまざまな働きを理解し、それを通じ

て自分の暮らしや社会について深く考え、自分の生

き方や価値観を磨きながら、より豊かな生活やより

よい社会づくりに向けて、主体的に行動できる態度

を養う教育」

つまり、お金を通じて社会や経済、将来の働き方等、

社会で生活するために必要な知識や判断力を身につ

けるための教育が金融教育です。

さらに、金融広報中央委員会が作成した金融教育プ

ログラムでは、小学校から高校までに学習する金融

●生活設計・家計管理に関する分野
資金管理と意思決定、貯蓄の意義と資産運用、生活
設計、事故・災害・病気などへの備えについての学習。

●金融や経済の仕組みに関する分野
お金や金融の働き、経済把握、経済変動と経済政策、
経済社会の諸課題についての学習。

●消費生活・金融トラブル防止に関する分野
自立した消費者、金融トラブル・多重債務について
の学習。

●キャリア教育に関する分野
働く意義と職業選択、生きる意欲と活力についての
学習。

今まで日本では、お金についての教育を行ってきま

せんでした。ではなぜ今、金融教育が始まったので

しょう。

金融広報中央委員会では、金融教育を次のように定

義しています。

【小・中・高で金融教育スタート】

１９９９年と２０１９年の値段の比較 

 １９９９年 ２０１９年 

輸入牛肉（１Kg） ２０５円 ５１９円 

かけうどん ４７２円 ６５３円 

たばこ（セブンスター） ２５０円 ５００円 

銭湯 ３８５円 ４６０円 

 
総務省小売物価統計調査（東京都区部）
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・金融トラブルの多発・低年齢化
金融商品の多様化や、インターネット等の普及にと
もなう生活環境の変化による、金融トラブルの多発
や低年齢化。
また、民法が改正され、2022 年 4 月から成年年齢引
き下げられ、特に高校生の金融教育が急がれること
になったのです。従来よりも早い段階で金融リテラ
シーが求められるようになったといえるでしょう。

・海外と比較した日本の金融リテラシー
金融広報中央委員会の「金融リテラシー調査」と同
様の調査は、米国及び OECD でも行われています。
金融知識に関する共通の正誤問題の正答率は米国調
査と比較した場合、米国 53％、日本 47％です。
OECD 調査と比較した場合でも、フランス 72％、ド
イツ67％、英国63％、日本60％と、日本が最下位となっ
ています。

とりわけ「インフレの定義」の問題については、他
3ヵ国の正答率が 80％以上であるのに対し、日本は
わずか 62％です。諸外国と比較すると、日本の金融
教育は遅れをとっているといえるでしょう。

出典：金融広報中央委員会「金融リテラシー調査 2019 年」

そして何より、日本は超低金利時代といわれており、
今後いつまで低金利状態が続くかわかりません。貯
蓄しているだけでは、お金は全く増えないでしょう。
老後資金のような将来的に必要なお金は、長期的な
資産形成が不可欠です。貯金だけでなく投資も活用
した方がよいでしょう。若いうちに投資の知識をつ
けておけば、効率的な資産運用が可能になります。

これからの時代、預金だけではなく資産運用が大切
になります。ただ資産運用と言っても、“どんなもの”
があり“どのような特徴”を持っているのかわから
ないという方も多いでしょう。

将来のお金の話についてかんがえてみませんか？

【なぜ早くからの金融教育が必要なのか】

【資産運用の種類と特徴】
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